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The structural change in the region is advanced in the population decrease and the less children and aging society. 

In the suburban city, an economical big difference arises by the factor such as getting depressed of revenue by a 

decrease in the working age population between big cities, and it becomes a serious problem. The government 

promoted strengthening the base of the local finance like promotion and merging of municipalities and the fiscal 

reform. City Hall external space including citizens free go in and out use space citizens use related to space pay 

attention space how compose change clarify future City Hall plan the ideal way finding obtain aim. 
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1.研究の背景と目的 

 人口減少、少子高齢化社会の中で、我が国におい

て地域の構造変化が確実に、かつ急速に進んでいる。

地方都市では、生産年齢人口の減少による税収の落

ち込みなどの要因により、大都市との間に大きな経

済的な格差が生まれ、深刻な問題となっている。も

ともと、地方ごとに産業構造、人口分布が異なって

いることから、地方によって財政状況に差があるの

は当然である。このため、従来から公共事業や補助

金によって、財源の再配分が行われてきた。しかし

近年、公共事業や補助金は世論の求めや財政赤字の

拡大の中で削減されており、これまで国が地方へ回

していた予算や地方交付税が大幅に削減されたため、

積み重ねられた地方債などの借金の負担と相まって、

財政状況が苦しくなる地方自治体が相次いでいる。

格差是正の措置として政府は、1999年に「地方分権

を図るための関係法律の整備等に関する法律」を施

行することによって、地方分権の推進し、市町村合

併や財政改革など、地方財政の基盤の強化を推進し

た。このような新しい地方自治の枠組みの中で、地

方自治体は自主性、自立性を求められ、地域住民を

行政の主体として、行政と対等な立場で連携し、知

恵を出し合い問題を解決してゆく市民協働型の自治 

 

 

体へと変わることが求められる状況にある。このよ

うな背景の中で、建築やまちづくりの視点において、

最も身近な行政機関の一つであると考えられる市庁

舎は、戦後1950〜60年代に建てられたものが多く、

老朽化が進み、市町村合併による業務の拡大等によ

り、多くの市で、市庁舎の建替えや改修時期をむか

えている。市民に広く解放し、市民と行政が協働し

てまちづくりを進めていくために、様々な活動の場、

憩いの場として市民から親しまれ、誰もが訪れたく

なる場として整備することによって、市庁舎は新た

な地方自治の拠点となりえる可能性秘めていると考

えられる。地方分権が進む現在において、市民のニ

ーズや、価値観の多様化から市庁舎建築もその規模

を拡大することによって答えてきた、しかし現在の

深刻な経済不況等の影響により、これまでと同じ予

算を市庁舎建設には当てられないという現状がある。

本研究では、市庁舎建築における、外部空間を含め

て市民が自由に出入り、利用できる空間を「市民利

用関連空間」とし、それらの空間がどのように構成 

され、変化しているかを明らかにすることで今後の

市庁舎の計画やそのあり方についての知見を得るこ

とを目的とする。 
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 002  ２．研究方法 

本研究で取り上げる市庁舎建築事例は、1950年代か

ら2008年現在までに建設された市庁舎及び今後建設

予定の市庁舎建築の内の現代において、代表的な建

築雑誌のうち、「新建築」「建築文化」「公共建築」「日

経アーキテクチャー」の各誌に掲載されたもの、お

よび各地方自治体のホームページに公開されている

情報から、資料とする上で必要な図面や写真などが

揃った日本の市庁舎建築作品、および市と同様の行

政単位と見なせる東京都の区庁舎建築など、108事 

例を対象としている。これらの資料の情報を基に、

文献調査、現地調査を行い、市民利用関連空間につ 

いての分析を行う。 

３.人口・延べ床面積比 

 市庁舎の延べ床面積と、人口の関係を見てみると、

各事例の竣工年代別に竣工年代が進むに従って各年

代の庁舎規模の平均を表す直線の傾きが増大してい

ることが明らかになった。（図１）これは年代が進む

に従い人口一人当たりの延べ床面積の増大を示して

おり、市庁舎の規模が拡大しているということを表

している。市民１人当たりの床面積は1950年代の庁

舎と、1990年代以降の庁舎では、約3.4倍になってい

る。（表２）年代が進むに従い市庁舎の規模が拡大し

ているということを表している。 

４.各空間構成要素の延べ床面積に占める割合 

 市庁舎の空間構成要素を９つに分類（図２）し、

対象事例の中で、現在の人口が10〜20万人規模の市

庁舎で各階の図面が揃っている事例、及び1990年以

降竣工または竣工予定

の事例を中心に各要素

の面積を算定した。市庁

舎における市民利用関

連空間の割合は、年代が

進むに従って増加傾向

にあり、市庁舎規模が拡

大傾向を見せている中

で市民利用関連空間は

その中でもさらに拡大

傾向を示している。（図

３）これは市庁舎建築に

おいて市民利用関連空

間に重点を置いて計画がなされているためであると

考えられる。市民利用関連空間の種類も多様化して

いる。近年では、多目的ホールや、市政情報コーナ

ーの設置割合が増加傾向にある。熱海市庁舎のNPO

活動スペースなど様々な立場の市民が利用するため

の空間が設置されている。自治体によっては、つく

ば市の国際交流コーナーや青梅市の姉妹都市コーナ

ー、熱海市の観光情報コーナー等、その都市の特色

が反映されたものが設置されている。キッズコーナ

ーや授乳室、カンガルルーム等、ユニバーサルデザ

インの推進と共に高齢者や障害者、子供の利用に配

図２ 空間構成要素 

表１ 事例リスト 

図１ 人口・延べ床面積比 

表２ 人口一人当りの庁舎面積 
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慮した機能が付加される傾向にある。（図４,５,６） 

５.市民利用関連空間の変遷 

 主な出入り口を含むフロアの市民利用関連空間の

変遷を明らかにした。市民利用関連空間、待合、窓

口・事務空間の４つに空間構成要素に分け各事例の

プランを９つに分類した。（図７）事例の竣工年との

関係では、⑦一体型Aが最も多く、⑧一体型Bと④分

節+一体型Bは年代が進むにつれて増加し、①分節+

片廊下型、②分節+中廊下型は減少している。延べ床

面積が拡大するに従って①分節+片廊下型、②分節+

片廊下型が減少しており、20000㎡以上の市庁舎では、

一体型A、一体型Bの占める割合が増大している。こ

のように主な出入り口を含むフロアの市民利用関連

空間は、時代の流れによってその形態を変化させて

いることが明らかとなった。 

           

                  

                  

                     

              

 

 

 

６.事例調査 

 調査対象とした事例の中で、市民関連空間に関し

て新しい試みがなされていると考えられる５事例を

取り上げその特徴を明らかにした。名護市庁舎の事

例に関しては、アサギテラスに見られるような地域

固有の形姿を市民利用関連空間に取り入れた事例と

してその特徴を明らかにした。福生市庁舎の事例に

関しては、各自治体で庁舎建設の必要性やその目的

に違いがあり、それぞれの自治体に必要とされてい 

図５あきる野市政情報コーナー 図６コミュニティホール 

 

図４ 市民利用関連空間設置率 

図３ 各空間構成要素の延べ床面積に占める割合 

46 . 2

10 . 5

13 . 1

28 . 0

54 . 2

9 . 9

14 . 2

30 . 9

42.1

11.3

12.7

33.9

44 . 7

9 . 0

15 . 2

29 . 4 行政(％)

議会(％)

市民利用関連(％)

その他(％)

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代以降 

図７ 市民利用関連空間の類型 
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図６コミュニティホール 

る庁舎の在り方を示し、それを計画の核として丘の

公園やフォーラムといった市民利用関連空間を計画、

発展させていくことによって自治体独自の市庁舎が

建設されることの示唆を得た。岩国市庁舎の事例に

関しては、議場と展望ロビーの関係に見られるよう

な、展望空間を望む市民のニーズと「開かれた庁舎」

としての議会の透明性を市民利用関連空間との空間

構成により実現している。（図１６）立川市庁舎の事

例では、市民参加による市庁舎建設計画の特徴と、

空間的特徴について明らかにした。町田市庁舎の事

例では、基本設計段階におけるワークショップの内

容から、市民利用関連空間の機能の取捨選択や具体

的な利用法を検討するプロセスにおいて、市民の提

案が実際のプランにどのように反映され、機能が決

定されてゆくのか、その一端を明らかにした。（図17） 

 

 

７.まとめ 

 本研究により、市民利用関連空間は時代の流れや

市民のニーズを反映し変化する空間であるというこ

とを確認することが出来た。また、市民利用関連空

間の機能や利用法を明確にすることの必要性を示す

ことが出来た。今後の課題としては、立川市庁舎の

事例に見られるような、市庁舎建築における継続的

な市民参加による自治体独自の庁舎建設方法を確立

するための仕組みづくりについての考察分析が必要

である。  
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図８ 竣工年代別平面タイプ数 図９ 延床面積別平面タイプ数 図１０ 平面タイプ数 

図１７ 町田市庁舎市民協働スペースの計画 

図１１ アサギテラス 図１２ 福生市庁舎外観 

図１３ 福生市庁丘の公園 図１４ 福生市庁舎フォーラム 

図１５ 岩国市庁舎外観 図１６ 展望ロビー 
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